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協業の新たな取り組み 

「マツモトキヨシ」と「ローソンストア 100」共同店舗 出店のお知らせ 

 
株式会社マツモトキヨシホールディングス（以下「マツモトキヨシホールディングス」）と株式会社ローソン

（以下「ローソン」）は、7 月 17 日（土）、それぞれのグループ会社が展開するドラッグストア「マツモトキヨシ」

と生鮮コンビニ「ローソンストア 100」の共同店舗をオープンいたします。 

この共同店舗は、新業態店舗に先駆けた実験店舗です。ここでのさまざまな取り組みを通して、商品・顧

客動向の実地検証結果や、お客様の商品やサービスへの要望、店舗運営のノウハウを『新業態店舗』開

発に活かしてまいります。 

 

マツモトキヨシホールディングスとローソンは、2009 年 8 月 24 日業務提携を締結し、付加価値と専門性

の高い商品・サービスの提供を目指して、人材交流や商品供給などの取り組みを行ってまいりました。 

このたびオープンする共同店舗は、ドラッグストア「マツモトキヨシ浦安東野店」の店内に生鮮コンビニ「ロ

ーソンストア 100」を組み込んだ、ヘルス&ビューティケア関連商品と生鮮食品とが一緒になった利便性の

高いお店です。 

この店舗を皮切りに、本年度中にさまざまな形態の実験店舗を順次出店してまいります。 

 

記 

 

１．マツモトキヨシホールディングスとローソンのこれまでの取組み 

   2009 年  ８月  業務提携締結 

   2009 年 10 月  人材交流開始 ： 相互に 40 名の出向 

   2010 年  ４月  商品供給開始 ： マツモトキヨシホールディングスがローソンへ医薬品を供給 

   2010 年  ７月  「マツモトキヨシ」と「ローソンストア 100」の共同店舗をオープン 



 

２．共同店舗の概要 

マツモトキヨシ浦安東野店内を改装し、ローソンストア 100 を組み込みます。 

  住 所 ： 千葉県浦安市東野１－１－４３ 

 

①マツモトキヨシ浦安東野店  

 オ ー プ ン 日 ： 2010 年７月４日（日） 

 営 業 時 間  ： 10：00～24：00 

 売 場 面 積  ： 約 630 ㎡ 

 取扱い商品  ： 一般用医薬品（第Ⅰ類～第Ⅲ類）、化粧品、日用品、雑貨、食品など 

              約 19,000 アイテム 

 

②ローソンストア 100 浦安東野店  

 オ ー プ ン 日 ： 2010 年７月 17 日（土） 

 営 業 時 間  ： ２４時間営業 

 売 場 面 積  ： 約 112 ㎡ 

 取扱い商品  ： 弁当、おにぎり、調理麺、ベーカリー、生鮮食品、調味料、雑貨など 

              約 4,000 アイテム 

 

※なお、マツモトキヨシの店舗は、７月４日（日）より営業を開始しておりますが、ローソンストア１００と合わ

せたオープンは、７月 17 日（土）からとなります。 

 

 

３．共同店舗の特徴 

  ・ ぞれぞれの店舗が持つ強みと専門性を生かしたワンストップショッピングが可能な店舗 

  ・ 地域特性とお客様のニーズに合わせた、商品・サービスの提供による利便性の向上 

  ・ 共同キャンペーン等の実施による顧客サービスの充実 

 

 

 

 

以上 

 

 
 


